




































大槻：従業員に対しては､ 懲役 1年 2か月とか 6か月とかです｡ 執行猶予が 3年付いて








点では同じですけれども､ 1 年に数件から十数件はあります｡ 独禁法の事案において悪質
とされるものはどのくらいの数あるのか…｡ 北陸新幹線の前の事案というのが､ 10年前な
のか､ それよりももっと前になるのか…｡
大槻：いや､ そんなに間が開いてはいません｡ 何年かに 1回くらいは出ています｡
萬澤：懲役の長さとか罰金額の大きさとかでみた場合､ ずば抜けてひどいものがそれほ
どあるわけではないと…｡

























萬澤：金商法では､ たとえば､ 会社が粉飾決算をした時は､ 有価証券報告書とか四半期
報告書を訂正する報告書 (訂正報告書) を出すよう金融庁が命じることはできます｡ これ
によって､ ウソの情報が正しい情報に置き換えられて､ 違法な状態 (ウソの情報が流通し




大槻：はい｡ 算定率を 20 ％下げます｡
萬澤：そして､ 10年以内に課徴金納付命令を受けたことのあるところについては算定率
を上げるんですね｡





















萬澤：それから､ 民事責任､ 損害賠償訴訟に関する規定なんですけれども､ 金商法の場

























大槻：価格カルテルに関しては､ 殆ど無いです｡ 入札談合の場合にも､ 25条を使ったの
は余りないですね｡ 入札談合の方は､ 実際に被害を受けるのは自治体とか国とかです｡ そ
れらが積極的に訴訟を起こすことは稀です｡ 地方自治法で住民が起こせる規定もあるので













司会：では､ ここからは､ フロアの方々からのご意見を伺いながら､ 更に議論を深めて
いきたいと思います｡ 本日は特に､ 商法がご専門の上智大学の伊藤雄司先生がお出で下さっ
ていますので､ まず伊藤先生から今回のご報告についての ｢総括｣ をお願い出来ますでしょ
うか｡
フロア：上智大学の伊藤雄司です｡ 一昨年まで専修大学に勤めておりまして､ 本日は､
正月に実家に帰って来たような､ 寛いだ気分でお聞きしておりました (笑)｡ ｢総括｣ なん
て嫌なものではなしに (笑)､ お二人の先生方に､ ちょっと質問をさせて頂きたいと思い
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ます｡
1 つは萬澤先生に対する質問です｡ 下世話な質問になりますけど――､ ライブドアの元
社長代表取締役の方が､ 今回の東芝の事件についても非常に不公平だと言っておられるよ
うです｡ 実際､ 確かに､ 萬澤先生の取り上げられた事案について見ても､ オリンパス事件
では粉飾決算額は1000億円に上っているのに刑事責任を問われた人たちには執行猶予が付
いているのに対して､ ライブドア事件では粉飾額は53億円でありながら実刑判決が出てい
















て､ ライブドアの場合にはたかが 1回､ しかも短い期間の違反行為で､ 額も小さかったに
も関わらず､ 代表取締役だった人に実刑判決が出た｡ これは不公平ではないか､ という点｡
私もそう思うのですけれども､ 一応の説明は､ 次のようなものです｡ オリンパスの代表取
締役は､ 長期間に亘って事実を隠さなければいけないような状況の中でその地位についた｡
粉飾決算することで私的利益を図ったわけでもない｡ やむを得ずやってきたという側面が
強い｡ しかも､ オリンパスの場合には損失を隠そうとしたけれども､ ライブドアの場合に





すが､ ただ何だかライブドアについては､ 詳しく見ればみるほど､ ｢何でこういう結果に
なるのかな｣ ということは､ 先生にとても共感致します｡
大槻：国家或いは社会の側が事業者間の結合を妨げているのではないかというご質問だ
と思いますが､ 競争という観点からは､ 事業者が結合したり､ 一緒に何かをやったりする
と､ 競争が妨げられて､ 悪い結果になるという､ そういう基本的な考えがあります｡ 事業
者は出来るだけ一緒にならずに別々に競争した方が経済もよくなるという､ そういう発想
が背景にあるんだと思います｡ 外国との比較の問題ですが､ 独占禁止法はもともとアメリ








有難うございました｡ 萬澤先生への質問から｡ 近時､ 議論が活発である粉飾決算､ 或いは
金商法上にいわゆる有価証券報告書の虚偽記載なんですが､ 萬澤先生はとりわけ､ 金商法
の26年改正で無過失責任から過失責任になった｡ それが21条の二の 2項に入ります｡ 更に
3項が損害の推定でありまして､ その点についてはいろいろ判例も出ているところではあ
ります｡ 萬澤先生は使いやすい､ 利用しやすいようになっているというお話だったと思う
のですが､ 私は個人的には､ 21条の二の 2 項､ 3 項よりも､ むしろ 4 項､ 5 項が重要では
ないかと｡ 4 項では減額の抗弁､ 5 項については裁判所の裁量減額が規定されております｡
オリンパスの事件の他､ 近時ではIHIの有価証券報告書の虚偽記載の事案がありましたね｡
IHIの場合だと､ 裁判所の裁量で 5割の減額が認められています｡ オリンパスでも 2割減









向がある｡ 独占禁止法は法学上､ 経済憲法と言われておりますけれども､ そちらの視点か






というものがあって､ 先ほど申し上げた ｢損害の額とすることができる｣ という規定 (21
条の 2第 3項) で損害額を請求しても､ 粉飾決算とは関係ないと判断されれば裁判所が減
額できるというふうになっている (同条 6 項)｡ しかもいろいろな訴訟でこの減額がなさ













す｡ でも､ その場合にも裁判所は､ 原告の被った損害額全額を認めるというより､ 過失相
殺をして､ 賠償額を 6割､ 7 割減額することをよく行います｡ かりに強引ともいえる勧誘












聞いた限りでは､ 制度としては似ているなという印象を持ちます｡ もともと､ 金商法の課
徴金制度は独占禁止法の課徴金制度を参考にして作ったということですから､ 当然ですね｡
算定率と一定の比率を掛けて算出する制度であるとか､ 罰金と併科する時に減額するとか､












たのですが､ 大槻先生のご報告で､ 課徴金の目的が､ もともとは萬澤先生が仰ったような
｢利得の吐きだし｣ という目的を持ってはいたのだけれども､ 現在ではその位置づけが変























大槻：はい｡ そう言えると思います｡ なお､ 二重処罰には当たらないとしても､ 比例原
則の問題はあって､ 両方を課した場合に過大な金額になるのではないかという問題はある
と思うんです｡ 通説的には､ それで問題はないといわれてはいますが｡ アメリカやヨーロッ



















です｡ 当局がどれだけ積極的に調査するかに掛かっていると思います｡ 日本の場合､ 課徴
金減免制度を入れてから､ カルテルとか談合とかを摘発し易くなったという側面はあるで
しょうね｡ 課徴金など制裁の重さという点でいうと､ 日本はまだ軽いと思います｡ アメリ
カの場合には､ 課徴金という行政的な処分はなくて､ 刑事罰でやるのですが､ 非常に罰金
額が大きいですね｡ アメリカの場合には､ 民事の損害賠償などでも､ とても金額が大きい
わけですけど｡ ヨーロッパの場合には､ 制裁金と呼んでいます｡ 日本の課徴金と同様に行
政的な手続きで課されるものですが､ こちらも日本の課徴金よりもかなり金額が大きい｡
日本の独禁法の学者がアメリカで日本の事件の報告をした時に､ 課徴金の金額を紹介した
ら､ ｢これはドルか｣ と言われたという (笑)､ そういう話があるくらい､ 桁が全然向こう
と違うんです｡ 罰金額も日本は 5億円が上限ですから､ まだまだ低いと言えますね｡ 日本
でも課徴金の額では､ 大きな事件だと 1 社に100億円を超える額を課される場合があるの




ている本人たちには全く私的利益がない｡ 私欲のためじゃなく､ 会社のためなんです｡ ア
メリカのロー・スクールの先生が ｢会社のために (私欲ではなく) 悪いことをする者はア
メリカにはいない｣ と言っていました (笑)｡ 自分のためじゃない､ 会社のためっていう
ところは､ 日本の特色のような気がします｡
司会：面白いですね｡ 日本はやはり浪花節ですかね (笑)｡





お話の内容を思い出して頂ければ幸いです｡ また､ 学生さんたちの中には､ 今後､ 卒業し
て会社に入る人も多くいることと思います｡ 私欲のためじゃなくて会社のために悪いこと
をするというのは､ 日本では何か ｢美談｣ のようですが…やっぱり駄目ですよね (笑)｡
大槻：もちろん駄目です (笑)｡
司会：学生の皆さんはくれぐれも､ 会社のために悪いことをするような人間にならない
ように､ 気をつけてもらいたいと念願致します (笑)｡
本日は長時間､ 有難うございました｡
第一回『会社と社会』
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